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キャリアコンサルタントが 
果たす役割への期待

働くことの相談相手として機能

　現在の日本の働く環境について、報
告書は、職業人生の長期化や働き方の
多様化、日本型の雇用慣行の変化、デ
ジタルトランスフォーメーション
（DX）の進展、新型コロナウイルス
感染症の影響による雇用の不透明さの
増加など、「働く」を取り巻く環境が
大きく変化している、と指摘。これに
より、労働者にとってはこれまで以上
にキャリア自律に迫られることが見込
まれ、企業にとっても労働者の自律的、
主体的なキャリア形成の取り組みを支
援し、働きがいやモチベーションの維
持向上を図ることが重要になる、とし
ている。
　また、報告書は、こうした変化のな
かで、キャリアコンサルタントは内部・
外部の労働市場において求められる
キャリア形成支援に積極的な役割を果
たし得ることを強調。労使双方が抱く
キャリア観の変化や心理面・行動面で
のゆれ・ゆらぎをとらえ、「働くこと
についての相談相手」として機能し、

キャリア自律、キャリア実現の推進役
を務めることが期待される、とした。
　また、労働者が定期的に行うキャリ
ア開発の取り組みには、キャリアの節
目などに行うキャリア開発・形成のプ
ロセスの棚卸しや振り返り、習得すべ
き知識・スキルの確認、保有・発揮し
ている職業能力の自己評価などがあげ
られるが、報告書では、キャリアコン
サルタントには、質の高いキャリアコ
ンサルティングを通じて、キャリアプ
ランの再設計、新たな学び・学び直し
の動機付け等につながるような、適切
な助言・指導を行う専門性の発揮が期
待される、としている。
　一方、企業に対しては、企業と労働
者の協働の取り組みとして、連続的・
長期的な見方で、さまざまなキャリア
開発プログラムを１つにつなぐキャリ
ア形成支援の実施が期待される、とし
ている。
　これらを踏まえ、報告書では、キャ
リアコンサルタントは、労使双方から
寄せられる期待と要請に応え、さらな
る専門性の深化や活動領域での活躍に
つなげるべく、自律的・自走的な学び
と実践を積む必要がある、などと指摘。

国は効果的な学びの機会等の環境を整
備し、キャリアコンサルティングの普
及策を積極的に推進する必要がある、
などとした。

産業界・企業の理解促進に 
必要な施策

　報告書は、キャリアコンサルティン
グのさらなる普及のための施策におい
て、産業界・企業に対する働きかけと
して、①セルフ・キャリアドックのさ
らなる推進②企業におけるキャリアコ
ンサルタントの配置の推進③ジョブ・
カードを活用したキャリアコンサル
ティングの推進④キャリアコンサル
ティングの有効性等の周知――の４点
を提示した。

キャリア支援の実態を把握し
活用促進を働きかける

　報告書は、産業界・企業の理解促進
に必要な施策として、まず、「①セルフ・
キャリアドックのさらなる推進」をあ
げている。セルフ・キャリアドックと
は、キャリアの節目などにおいてキャ
リアコンサルティングやキャリア研修
を実施し、労働者の主体的なキャリア

キャリアコンサルタントの企業や労働者に対する
役割や支援に向けての施策を整理――厚労省報告書

Special Topic

　厚生労働省は6月16日、「働く環境の変化に対応できるキャリアコンサルタントに関する報告書」を公表した。
有識者で構成される「キャリアコンサルタント登録制度等に関する検討会」（座長：花田光世・慶應義塾大学
名誉教授）での議論をまとめたもの。キャリアコンサルティングのさらなる普及を進める観点から、産業界・
企業と労働者それぞれへの働きかけの施策を紹介している。あわせて、的確なキャリア支援を行うためにキャ
リアコンサルタントが習得すべき事項を提言し、必要な施策・政策課題を整理している。
　同省では報告書を踏まえ、キャリアコンサルタント登録制度や関連施策の運用改善などを行い、キャリア
コンサルティングの普及促進を図るとともに、キャリアコンサルタントの養成や資質の向上に努め、労働者
や企業が行うキャリア形成の取り組みを一層推進するとしている。
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開発を実践することを重視する人材育
成、支援を促進・実現する仕組みのこ
と。「第11次職業能力開発基本計画」
（2021年３月29日公表。以下、能開
基本計画）においても、企業における
セルフ・キャリアドックの活用促進は、
重点的に取り組むべき施策として位置
づけられている。
　大企業では組織の状況に精通した
キャリア支援者の養成などを進めてい
るケースがある一方、中小企業では人
材育成・キャリア支援のための社内組
織・制度が未整備・脆弱な場合がある。
そのため報告書は、国は企業に対して、
キャリア支援の実態等を把握するとと
もに、キャリアに関する課題意識を喚
起しキャリアコンサルタントの活用促
進の働きかけを強化する必要がある、
としている。

資格保有者の企業内配置が有効

　さらに、「②企業におけるキャリア
コンサルタントの配置の推進」につい
ては、社内のキャリア支援策の展開を
統括するキーマンの存在が不可欠であ
ることを強調。人事部門や人材育成部
門など、労働者のキャリア支援・能力
開発を所掌する部署がある場合は、
キャリアコンサルタント資格の保有者
をキーマンとして積極的に配属するこ
とが有効とした。
　また、企業組織内でのキャリア支援
のキーマンとして設置が努力義務とさ
れている職業能力開発推進者について
も、キャリアコンサルタントから選任
することで、労働者に対する職業能力
開発に関する相談・指導の役割や組織
課題の解決、組織全体の視点からの各
部門との調整・協業、関係性構築の役
割が期待される、としている。

ジョブ・カードの積極的活用を

　報告書では、「③ジョブ・カードを
活用したキャリアコンサルティングの
推進」の必要性も提示した。能開基本
計画においても、ジョブ・カードにつ
いては「個人の職業能力の見える化や
人材育成、従業員のモチベーション向
上、定着等組織の活性化に役立つツー
ルであり、また、企業内におけるキャ
リア面談時のコミュニケーションツー
ルとして有用」とされている。
　報告書は、ジョブ・カードは制度創
設以来、職業訓練場面で活用されてき
たものの、現在ではこれを土台として、
キャリアプランニングや能力証明をサ
ポートするツールとしての機能に着目
し、よりキャリアに意識を置いた政策
ツールへの変容・定着の過程にある、
と指摘。今後は企業の実務場面として、
管理職と部下とのキャリア面談時のコ
ミュニケーションツールとしての活用
や人事配置など、キャリア支援、人材
育成の場面での積極的な活用が望まれ
る、としている。

取り組み事例や支援の重要性を
発信

　「④キャリアコンサルティングの有
効性等の周知」については、「国は、キャ
リアコンサルティングの活用を促す上
で、その効果や有効性等について、分
かりやすく、関心を高める広報が必要」、
などと、情報発信の強化の重要性を強
調した。具体的には、企業経営層向け
にセミナーやフォーラム等の機会を設
け、取り組み事例や有用性を示す客観
的データの提供、従業員のキャリア自
律支援の重要性等について情報発信す
ることが考えられる、としている。
　また、厚生労働省の表彰事業である、
模範となる取り組みを実施する企業を

大臣表彰する「グッドキャリア企業ア
ワード」についても、さらなる周知や
内容の充実が有効、とした。

労働者個人へのキャリアコン
サルティングの普及に必要な
施策

　一方、労働者個人への普及に必要な
施策としては、①キャリア形成サポー
トセンターの事業推進②セルフ・キャ
リアドックのさらなる推進③ジョブ・
カードの活用促進④キャリアコンサル
ティングの体験機会の提供⑤キャリア
コンサルタントに関する情報提供――
の５点についてまとめている。

キャリア形成サポートセンターで
キャリア支援を身近に

　報告書は、労働者個人への普及に必
要な施策として、まず、「①キャリア
形成サポートセンターの事業推進」を
あげた。同センターは、キャリア形成
支援のインフラ整備として2020年度
から事業が開始され、2021年度では
全国42カ所に設置されている。各拠
点に複数のキャリアコンサルタントが
配置され、ジョブ・カードを活用し、
年齢階層の特性等に応じたキャリアの
棚卸しやキャリアプラン再設計といっ
たキャリア支援サービスを行っている。
報告書は、身近にキャリアコンサル
ティングの機会が得られるように同セ
ンターの利用勧奨と、特に、在職労働
者がサービスを受けやすいように、オ
ンライン活用や、夜間・休日も対応で
きるような環境整備が必要、としてい
る。

セルフ・キャリアドックやジョブ・
カードを活用したキャリア支援を

　続けて、産業界・企業への理解促進
施策としてあげられた、セルフ・キャ
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リアドックやジョブ・カードの推進を、
労働者に対しても重要な施策として提
示している。
　「②セルフ・キャリアドックのさら
なる推進」については、企業内にセル
フ・キャリアドックの導入が進むこと
で、労働者がキャリア形成を自らのも
のとして意識し、モチベーション向上
や、ライフキャリアの充実につながる
エンゲージメント、キャリア支援を通
した労使双方の成長につながる関係性
構築などが期待される、としている。
　また、「③ジョブ・カードの活用促進」
では、ジョブ・カードのデジタル化の
取り組みとして新たに作成支援サイト
を構築し、キャリアプランニング、自
身のキャリア履歴の管理、キャリアの
自己評価などがジョブ・カードで可能
となる、と想定。とりわけ、非正規雇
用労働者等は自らの職業経験・職務内
容や適性を整理・評価する機会が少な
いと考えられ、将来のキャリアパスを
描くために、ジョブ・カードや職業能
力評価基準等を活用したキャリアコン
サルティングを受けることが有効、と
している。

支援内容を知らない層への 
アプローチ

　さらに、「④キャリアコンサルティ
ングの体験機会の提供」については、
企業内でキャリアコンサルティングを
受けられる環境にない者や、キャリア
コンサルティングの支援内容・利用可
能性などを知らない層等へのアプロー
チとして、職能団体やキャリアコンサ
ルタントを組織する団体による体験イ
ベント等の実施が考えられる、と指摘。
具体的には、有識者などによる講演と
体験的なキャリアコンサルティングを
組み合わせたオンライン型のイベント
開催などを提示している。

　「⑤キャリアコンサルタントに関す
る情報提供」については、今後の検討
課題として、キャリア支援を求める者
と、活動の場を求めるキャリアコンサ
ルタントがデータ上マッチングできる
環境が整備され、個人がより身近に
キャリアコンサルティングを受けられ
るよう、情報の蓄積と情報提供の充実
が図られることが望まれる、としてい
る。

キャリアコンサルタントに 
求められることと必要な施策

　報告書は、キャリアコンサルタント
に求められることと、それに対する国
の必要な施策として、①専門性を深化、
実践力を向上させること②多様な働き
方や職位・年齢階層に応じたキャリア
支援に精通すること③企業内の課題解
決に向けた提案力を発揮すること④外
部専門家との連携や外部資源を活用す
ること⑤就職マッチング機能やリテン
ションの機能を意識すること⑥オンラ
イン活用によるキャリアコンサルティ
ングの実施⑦スーパービジョンを受け
ることおよび実施体制等⑧キャリアコ
ンサルタント養成講習や更新講習の実
施のあり方――の８点を提示した。

専門性の深化、実践力の向上を

　「①専門性を深化、実践力を向上さ
せること」については、まず、キャリ
アコンサルタントには共通して深化さ
せる専門性と、企業、学校・教育機関、
需給調整機関、地域等のキャリア支援
機関など活動領域や特定分野（業界、
職種）ごとに深化させていくべき専門
性がある、と指摘。こうした活動領域
ごとの役割に応じた専門性を高めるこ
と、特にキャリアコンサルタントと親
和性が高い領域での活動では実践力を
高めることが求められる、としている。

　具体的な施策としては、キャリアコ
ンサルタントが専門性を向上できるよ
う、更新講習などの学習機会の提供や
学習行動を起こさせる環境整備をあげ
た。また、雇用政策上の課題に対応し
た動画教材（eラーニングのコンテン
ツ開発）を用いたオンライン研修等の
環境整備の促進や、キャリア形成サ
ポートセンターの機能拡充（情報集約・
提供の工夫等）を図ることも考えられ
る、としている。

課題を発見する視野の広さ・
俯瞰力が重要に

　「②多様な働き方や職位・年齢階層
に応じたキャリア支援に精通するこ
と」については、キャリアコンサルタ
ントには職業キャリアのみならずライ
フキャリア上に起こりうる課題やここ
ろの揺らぎを発見する視野の広さ、
ケース全体を俯瞰する力が必要になる、
と指摘している。そのほかにも、キャ
リア支援者としての高次の専門性や、
対人支援を行うに必要な人間性、職業
的倫理観やダイバーシティに関する理
解等が求められる、としている。
　具体的な施策としては、年齢やキャ
リアの節目等におけるジョブ・カード
作成の機運醸成を図る施策上の工夫や、
企業内にキャリアコンサルティングの
機会が根付く施策としてセルフ・キャ
リアドックの導入支援の推進を提示。
特に中高年齢層のキャリア支援では、
家計収入や家族にまつわるライフイベ
ントなどの金銭面での課題も大きいこ
とから、外部の専門家と連携し、キャ
リアプランとライフプランをセットに
した支援の実施も考えられる、とした。

組織視点でのキャリア形成 
支援や提案力を学ぶ機会を

　「③企業内の課題解決に向けた提案
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力を発揮すること」については、企業
に関わるキャリアコンサルタントは、
労働者に対するキャリア形成支援に加
えて、人材育成の取り組み改善に向け
た提案や組織課題の解決など、企業の
人事関連制度の運用、組織活性化につ
なげる専門性の向上を図る必要がある、
と指摘。また、個々の労働者の活動が
どのように組織に影響をもたらすかと
いう組織視点での発想も重要、として
いる。
　具体的な施策としては、セルフ・キャ
リアドックの展開を念頭に、組織視点
からのキャリア形成支援や企業への提
案力、人事との協業等、効率的な学び
の機会の提供が必要、としている。

キャリア支援に関連する領域の
専門家と連携して取り組む

　「④外部専門家との連携や外部資源
を活用すること」については、相談内
容の高度化・複雑化のなかで、キャリ
ア支援にまつわる知識のアップデート
や対応力の向上とともに、キャリア支
援に隣接するメンタルヘルス等、多様
な領域の他機関や専門家とのネット
ワーク構築を求める必要がある、とし
ている。
　具体的な施策としては、例えば、ファ
イナンシャルプランナーや社労士、税
理士といった外部専門家との連携を促
す取り組みの検討が望まれる、と指摘。
特に中高年のキャリア支援にはライフ
プランとキャリアの課題が密接となる
ことから、ファイナンシャルプラン
ナーとの連携が有効、としている。ま
た、関連領域の専門家や専門機関にリ
ファーするための知識・能力の習得や
ネットワークづくりを促進する必要性
も提示している。

外部・内部労働市場では就職
マッチングやリテンションの
機能が
　「⑤就職マッチング機能やリテン
ションの機能を意識すること」につい
ては、雇用の見通しが不透明な状況で、
キャリアコンサルタントにはジョブ・
マッチングや職業の斡旋とは異なる役
割があることを強調した。例えば、人
材移動が進む外部労働市場では、社外
へのキャリアチェンジや再就職場面に
求められる就職マッチング機能（情報
提供、助言等）として働きかけること
ができる、としている。また、内部労
働市場では、内定後の就職準備支援や
中小零細企業の新人研修など、特に若
年層に対してリテンションを高める機
能に期待ができる、としている。
　具体的な施策としては、企業や需給
調整機関におけるキャリア支援の際に、
日本版O-NETやハロートレーニング
等、キャリア支援者として知っておく
べきキャリア関連施策の効果的な周知
の必要性を提示している。また、養成・
更新講習による労働市場、労働政策等
の知識が十分に習得できるよう、キャ
リアコンサルタント登録制度の適正運
用を図る必要がある、としている。

オンライン特有のスキル・知識の
習得が必要に

　「⑥オンライン活用よるキャリアコ
ンサルティングの実施」については、
相談手法の選択肢に広がりがみられ、
デジタル技術、ITスキルを積極的に
活用したキャリアコンサルティングが
急速に一般化したなかで、キャリアコ
ンサルタントもこれらの技術・スキル
を習得する必要がある、と指摘してい
る。
　具体的な施策としては、オンライン
によるキャリアコンサルティングに関

する知識や技能について、必要に応じ
て養成・更新講習科目への位置づけや
既存科目との関係の整理等を視野に入
れて検討する必要がある、としている。
また、オンライン活用によるメリット・
デメリットや、習得すべきオンライン
特有のスキル・知識を整理する必要が
ある、としている。

スーパービジョンによる資質の
底上げが不可欠

　「⑦スーパービジョンを受けること
および実施体制等」については、実践
力の向上を図る上で、実践経験の多寡
によらず、キャリアコンサルティング
に係るスーパービジョンを受けること
が不可欠である、とし、豊富なキャリ
アコンサルティング経験を持つスー
パーバイザーからの指導を受けるなど
の取り組みの必要性を指摘した。
　具体的な施策としては、現状におい
てスーパービジョンを受けられる機会
が限定的なため、啓発的な周知による
環境整備や、全体の資質の底上げのた
めにスーパービジョンの一般化および
スーパーバイザーの養成が不可欠、と
している。

科目の充実や能力要件の見直しも

　「⑧キャリアコンサルタント養成講
習や更新講習の実施のあり方」につい
ては、専門性や実践力を高めるうえで
更新講習、その他の学習機会による継
続的な学びの必要性を指摘している。
　具体的な施策としては、社会情勢や
労働市場への適切な対応および良質な
学びの機会提供のために、不断に科目
の充実、能力要件の見直しが図られる
べき、としている。また、感染症予防
と利便性向上の観点から、講習のオン
ライン化を推進する必要性も指摘して
いる。� （調査部）




